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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

第１回Ａ種種類株式 21,600株 （注）３、４及び５のとおりです。

　（注）１　平成27年５月25日開催の取締役会決議によります。

２　当社は、普通株式及び第１回Ａ種種類株式の異なる種類の株式を定款に定めています。普通株式の内容につ

いては、株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式です。

３　第１回Ａ種種類株式の内容は次のとおりであり、特に定めがない点については普通株式と同一の内容です。

(1）第１回Ａ種種類株式を譲渡により取得する場合は、当社取締役会の承認が必要となります。

(2）当社は、第１回Ａ種種類株式の全部を、第１回Ａ種種類株式の最初の発行日の３年後の応当日をもって

取得するものとし、当該取得と引換えに、第１回Ａ種種類株式を有する株主に対して、第１回Ａ種種類

株式１株につき当社の普通株式１株を交付します。

(3）第１回Ａ種種類株式の株主は、その保有する第１回Ａ種種類株式の全部または一部を当会社が取得する

のと引換えに、当会社の普通株式を交付することを請求することができます。第１回Ａ種種類株式と引

換えに交付すべき普通株式は、第１回Ａ種種類株式１株につき普通株式１株とします。当該取得請求

は、第１回Ａ種種類株式の発行後いつでも、当該株式の株主について相続が開始した場合に限り、当該

相続の対象となった当該株式についてのみ行うことができるものとします。

４　第１回Ａ種種類株式の単元株式数は100株です。

５　当社の定款には、会社法第322条第２項に規定する定めはありません。

 

２【株式募集の方法及び条件】

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

株主割当 － － －

その他の者に対する割当 21,600株 106,596,000 53,298,000

一般募集 － － －

計（総発行株式） 21,600株 106,596,000 53,298,000

　（注）１　第三者割当の方法によります。

２　発行価額の総額は会社法上の払込金額の総額であり、資本組入額の総額は会社法上増加する資本金の額の総

額です。また、増加する資本準備金の額の総額は53,298,000円です。

 

（２）【募集の条件】

発行価格
（円）

資本組入額
（円）

申込株数単位 申込期間
申込証拠金
（円）

払込期日

4,935 2,468 100株
平成27年６月２日～

平成27年６月26日
－ 平成27年６月26日

　（注）１　第三者割当の方法により行うものとし、一般募集は行いません。

２　発行価格は、会社法上の払込金額です。

３　上記株式を割当てた者から申込みがない場合には、当該株式に係る割当てを受ける権利は消滅します。

４　申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込みをし、払込期日に後記払込取扱場所へ発行価額の

総額を払い込むものとします。

 

（３）【申込取扱場所】

店名 所在地

太陽ホールディングス株式会社 東京都練馬区羽沢二丁目７－１
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（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社みずほ銀行　青山支店 東京都港区北青山三丁目６－12

 

３【株式の引受け】

　該当事項はありません。

 

４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

106,596,000 － 106,596,000

 

（２）【手取金の使途】

　上記差引手取概算額106,596,000円については、平成27年６月26日以降、運転資金の一部に充当する予定で

す。

　なお、支出実行までの資金管理は、当社預金口座にて管理を行います。

 

第２【売出要項】
　該当事項はありません。

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】

１【割当予定先の状況】

ａ　割当予定

先の概要

氏名 佐藤　英志

住所 東京都港区

職業の内容 当社代表取締役社長

ｂ　提出者と

割当予定

先との間

の関係

出資関係 割当予定先が保有している当社普通株式の数　　44,800株

人事関係 当社代表取締役

資金関係 該当事項はありません。

技術又は取引関係 該当事項はありません。

 

ａ　割当予定

先の概要

氏名 鹿島　世傑

住所 KOWLOON, HONG KONG

職業の内容 当社取締役

ｂ　提出者と

割当予定

先との間

の関係

出資関係 割当予定先が保有している当社普通株式の数　　 1,100株

人事関係 当社取締役

資金関係 該当事項はありません。

技術又は取引関係 該当事項はありません。
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ａ　割当予定

先の概要

氏名 柿沼　正久

住所 埼玉県熊谷市

職業の内容 当社取締役

ｂ　提出者と

割当予定

先との間

の関係

出資関係 割当予定先が保有している当社普通株式の数　　13,400株

人事関係 当社取締役

資金関係 該当事項はありません。

技術又は取引関係 該当事項はありません。

 

ａ　割当予定

先の概要

氏名 森田　孝行

住所 中華人民共和国江蘇省蘇州市

職業の内容 当社取締役

ｂ　提出者と

割当予定

先との間

の関係

出資関係 割当予定先が保有している当社普通株式の数　　 3,800株

人事関係 当社取締役

資金関係 該当事項はありません。

技術又は取引関係 該当事項はありません。

 

ａ　割当予定

先の概要

氏名 竹原　栄治

住所 東京都東村山市

職業の内容 当社取締役

ｂ　提出者と

割当予定

先との間

の関係

出資関係 割当予定先が保有している当社普通株式の数　　 7,400株

人事関係 当社取締役

資金関係 該当事項はありません。

技術又は取引関係 該当事項はありません。

 

ｃ　割当予定先の選定理由

　当社は、平成26年６月20日開催の第68回定時株主総会において、業務執行取締役（会社法第363条第１項各号に

掲げる取締役をいいます。以下同じです。）に対して、連結当期純利益の6.4％以内の金額の業績連動株式報酬を

支給することをご承認いただいております。

　今回の募集は、第69期事業年度の業績連動株式報酬に係る株式の募集として行われるものであるため、業績連動

株式報酬の対象となる当社の業務執行取締役に対してそのすべてを割り当てるものであります。

 

ｄ　割り当てようとする株式の数

第１回Ａ種種類株式　　　　　21,600株（内訳は以下のとおりです。）

佐藤　英志　　　　　　　　12,400株

鹿島　世傑　　　　　 　　　4,400株

柿沼　正久　　　　　 　　　1,300株

森田　孝行　　　　　 　　　2,200株

竹原　栄治　　　　　 　　　1,300株

 

ｅ　株券等の保有方針

　当社は、第１回Ａ種種類株式の保有方針について、割当予定先から、株主の皆様とともに企業価値向上に寄与す

べく中長期的に保有する方針である旨の説明を受けております。

　第１回Ａ種種類株式は、原則として払込期日の３年後の応当日まで普通株式に転換されず、また、譲渡による取

得に当社取締役会の承認を要することを内容とする譲渡制限が付されております。ただし、第１回Ａ種種類株式

は、その株主について相続が開始した場合には、株主の請求によりいつでも当社普通株式に転換することができま

す。
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　なお、当社は、割当予定先から、割当予定先が払込期日から２年以内に当社普通株式（本株式発行により発行さ

れる第１回Ａ種種類株式の転換により発行されるものに限ります。）の全部又は一部を譲渡した場合には、その内

容を当社に対し書面により報告すること、当社が当該報告内容を東京証券取引所に報告すること、及び当該報告内

容が公衆の縦覧に供されることに同意する旨の確約書を取得する予定です。

 

ｆ　払込みに要する資金等の状況

　割当予定先の払込みに要する資金には、当社が今後割当予定先に支給する予定の第69期業績連動株式報酬が充当

される予定であり、当社は、割当予定先が払込期日までに割当予定株式を引き受けるのに十分な資金を確保できる

ものと判断しております。

 

ｇ　割当予定先の実態

　当社は、割当予定先である当社の取締役について、取締役就任時に経歴の確認を行い、また、本株式発行に当

たって当該取締役から反社会的勢力等とは一切関係がない旨の確認書の提出を受け、反社会的勢力等とは一切関係

がないことを確認しており、その旨の確認書を東京証券取引所に提出しています。

 

２【株券等の譲渡制限】

　第１回Ａ種種類株式については定款において譲渡を制限しており、第１回Ａ種種類株式を譲渡により取得する場合

には、当社取締役会の承認を要します。

 

３【発行条件に関する事項】

ａ　払込金額の算定根拠及び合理性に関する考え方

　第１回Ａ種種類株式は、当社が発行日の３年後の応当日にその全部を取得し、第１回Ａ種種類株式１株につき普

通株式１株を交付することを内容とする取得条項が付された種類株式ですが、その他、譲渡制限条項及び取得請求

権（その内容については、上記「第１　募集要項、１　新規発行株式」に記載されたとおりです。）が付されてい

る点を除いてすべて普通株式と同一の内容であるため、第１回Ａ種種類株式１株の価値は、当社普通株式１株の価

値と概ね同等であり、かつ、当社普通株式１株の価値を超えるものではないと考えております。そのため、本株式

発行の発行価額は、当社普通株式の株価を基準として決定することとし、具体的には、本株式発行に係る取締役会

決議日の直前営業日（平成27年５月22日）の東京証券取引所における当社普通株式の終値である4,935円（円未満

切捨て）としております。取締役会決議日の直前営業日の終値を採用することといたしましたのは、当社普通株式

が上場されており、かつ直近の株価を大きく左右する事実が発生していない状況においては、当該株価が企業業績

や市場の需給環境を反映する、恣意性を排除した合理的なものであると判断したためです。

　本株式発行の発行価額は、当社普通株式の東京証券取引所における当該取締役会決議日の直前営業日までの１か

月間（平成27年４月23日から平成27年５月22日まで）の終値の平均である4,569円（円未満切捨て）に108.01％

（小数点以下第３位を四捨五入。以下％の記載につき同じ）（乖離率8.01％）を乗じた額であり、同直前営業日ま

での３か月間（平成27年２月23日から平成27年５月22日まで）の終値の平均である4,337円（円未満切捨て）に

113.79％（乖離率13.79％）を乗じた額であり、また、同直前営業日までの６か月間（平成26年11月25日から平成

27年５月22日まで）の終値の平均である4,274円（円未満切捨て）に115.47％（乖離率15.47％）を乗じた額であ

り、特に有利な金額には該当しないものと判断いたしました。

　なお、上記発行価額につきましては、第１回Ａ種種類株式が上記「第１　募集要項、１　新規発行株式」に記載

の、譲渡制限、取得条項及び取得請求権が付されている点を除いてすべて当社普通株式と同一の内容であるため、

第１回Ａ種種類株式１株の価値は、当社普通株式１株の価値と概ね同等であり、かつ、当社普通株式１株の価値を

超えるものではないと考えられるところ、上記発行価額は当社普通株式の価値を表す客観的な指標である市場価格

を基準に決定されていること、さらに日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」にも準拠してい

ると認められることから、特に有利な金額には該当しない旨の意見を、当社の監査役全員（４名、うち２名は社外

監査役）が、表明しています。

 

ｂ　発行数量及び株式の希薄化規模の合理性に関する考え方

　本株式発行により発行される第１回Ａ種種類株式の数は21,600株（議決権数216個）であり、平成27年３月末現

在の発行済株式総数27,464,000株（議決権数230,013個）に対して0.09％となります。当社としては、本制度が業

績向上への当社取締役の意欲を高めるものであり、また、当社グループの企業価値向上に繋がるものと考えていま

す。
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　また、第１回Ａ種種類株式の転換により発行される当社普通株式は、当社取締役へ交付されるものであり流通市

場への影響は軽微であると考えています。

　以上により、第１回Ａ種種類株式の発行による影響は軽微であり、合理的であると判断しています。

 

４【大規模な第三者割当に関する事項】

　該当事項はありません。

 

５【第三者割当後の大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

総議決権数
に対する所
有議決権数
の割合
（％）

割当後の所
有株式数
（千株）

割当後の総
議決権数に
対する所有
議決権数の
割合（％）

株式会社光和
東京都練馬区中村北３丁目４番

８号
4,054 17.62 4,054

17.51

(17.61)

日本マスタートラスト　信託銀

行株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３

号
1,399 6.08 1,399

6.04

(6.08)

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目8-11 1,390 6.04 1,390

6.00

(6.03)

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（三井住友信託銀

行再信託分・株式会社三井住友

銀行退職給付信託口）

東京都中央区晴海１丁目8-11 1,116 4.85 1,116
4.82

(4.84)

CREDIT SUISSE SECURITIES

(USA) LLC SPCL. FOR EXCL.

BEN

ELEVEN MADISON AVENUE NEW

YORK NY 10010-3629 USA
1,004 4.36 1,004

4.33

(4.36)

四国化成工業株式会社
香川県丸亀市土器町東８丁目

537-1
631 2.74 631

2.72

(2.74)

東新油脂株式会社 東京都足立区梅田５丁目14-11 538 2.34 538
2.32

(2.33)

MELLON BANK TREATY CLIENTS

OMNIBUS

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA

02108
511 2.22 511

2.20

(2.22)

川原　光雄 東京都練馬区 500 2.17 500
2.16

(2.17)

川原　敬人 東京都練馬区 487 2.11 487
2.10

(2.11)

計 ─ 11,632 50.57 11,632
50.26

(50.52)

　（注）１　平成27年３月31日現在の株主名簿を基準として記載しています。なお、当社は、平成27年４月20日開催の当

社取締役会において、当社を株式交換完全親会社、中外化成株式会社（以下「中外化成」といいます。）を

株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行うことを決議しており、本株

式交換の効力発生日は同年６月１日を予定しております。本株式交換が予定どおり実施された場合には、同

日付で、中外化成の株主に対して、当社が保有する当社普通株式合計118,800株が交付されることとなる予

定です。上記表中「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」においては、本株式交換の影響を織

り込んだ所有議決権数の割合を記載しており、括弧内に本株式交換が行われない場合の所有議決権数の割合

を記載しております。

２　普通株式に係る議決権及び第１回Ａ種種類株式に係る議決権を合算して記載しています。なお、第１回Ａ種

種類株式は株主総会における議決権がある株式であり、また、第１回Ａ種種類株式の単元株式数は普通株式

の単元株式数と同じ100株となっております。

 

６【大規模な第三者割当の必要性】

　該当事項はありません。
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７【株式併合等の予定の有無及び内容】

　該当事項はありません。

 

８【その他参考になる事項】

　該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
　該当事項はありません。
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第二部【公開買付けに関する情報】

第１【公開買付けの概要】
　該当事項はありません。

 

第２【統合財務情報】
　該当事項はありません。

 

第３【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】
該当事項はありません。

 

第三部【参照情報】

第１【参照書類】
　会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第68期（自平成25年４月１日　至平26年３月31日）平成26年６月24日関東財務局長に提出

 

２【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第69期第１四半期（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）平成26年８月１日関東財務局長に提出

　事業年度　第69期第２四半期（自平成26年７月１日　至平成26年９月30日）平成26年11月４日関東財務局長に提出

　事業年度　第69期第３四半期（自平成26年10月１日　至平成26年12月31日）平成27年２月２日関東財務局長に提出

 

３【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本届出書提出日（平成27年５月25日）までに、金融商品取引法第24条の５第４項及び

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき臨時報告書を平成26年６月25日に関東財

務局長に提出

　１の有価証券報告書提出後、本届出書提出日（平成27年５月25日）までに、金融商品取引法第24条の５第４項及び

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２の規定に基づき臨時報告書を平成27年４月20日に関東財

務局長に提出

 

４【訂正報告書】

　訂正報告書（上記１の第68期有価証券報告書の訂正報告書）を平成26年12月25日に関東財務局長に提出

 

第２【参照書類の補完情報】
　上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）に記載され

た「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後、本有価証券届出書提出日（平成27年５月25日）

までの間において、変更が生じています。以下の「事業等のリスク」は、当該変更を反映し、その全体を一括して記載

したものです。

　また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は以下に記載した事項を除き

本有価証券届出書提出日現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載する将来に関する事項もありません。

 

［事業等のリスク］

ａ　技術革新リスク

　当社グループはＰＷＢ用部材、特にＳＲの製造販売に収入の大半を依存しています。革新的な技術発展により電子

部品にＰＷＢを使用しない方法、またはＰＷＢの製造でＳＲを使用しない方法などが広範囲に適用された場合には、

当社製品の需要が大幅に低下します。

　特性、操作性、経済性の観点から、上記のような新技術が近い将来に突然、広範囲に採用される可能性は低いと考

えられますが、当社自身もＰＷＢに関する新しい工法の可能性を研究開発の重要課題として取り組んでいます。
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ｂ　特許に伴うリスク

　当社グループは競争上の優位性を維持するため、開発する製品や技術について特許や知的財産権による保護に努め

ています。しかし、特許出願などに対し権利を付与されない場合や、第三者からの無効請求などがなされる場合など

により、当社グループの十分な権利保護が受けられない可能性があります。また、第三者の保有する知的財産権を当

社グループが侵害した場合には、ロイヤルティや多額の損害賠償の支払いなどで当社グループの業績に影響が及ぶ可

能性があります。

 

ｃ　主要生産設備の罹災リスク

　当社グループは日本および台湾、韓国、中国、アメリカに生産拠点を有しています。天災等によりいずれかの生産

拠点が罹災し、製造に支障が出る場合には緊急的に他の生産拠点からの製造・供給に切り替える計画ですが、準備調

整等は必要となりますので、その間事業に影響が生じます。

 

ｄ　原材料等の調達に係るリスク

　当社グループは多くの原材料を外部の原材料メーカーから調達しています。原材料メーカーの罹災や供給不足など

により、当社グループの生産に支障が出た場合、業績に影響が及ぶ可能性があります。

 

ｅ　海外事業展開に係るカントリーリスク

　当社グループは日本および台湾、韓国、中国、アメリカで生産活動を行っており、また販売においては、特に中

国、台湾、韓国、ＡＳＥＡＮなどアジア市場向けの販売が拡大しています。各地域におけるテロの発生およびその国

の政情の悪化、経済状況の変動、地震や伝染病の発生、予期せぬ法律規制・税制の変更その他の様々なカントリーリ

スクによって、当社グループの事業戦略や業績に影響が及ぶ可能性があります。

 

ｆ　為替変動リスク

　当社の海外売上高比率は比較的高く、一般に製品価格は外貨建てとなっていることが多いため、為替レートの変動

により業績に影響が生じる可能性があります。当社の場合、円高は減収・減益の要因となります。

 

ｇ　主要製品の価格変動によるリスク

　ＰＷＢの製造は、アジア、特に中国への生産シフトが進んでおり、ＳＲについて現地ローカル企業や日系企業を含

め競合他社との価格競争が激化しています。また、ＰＷＢの価格競争に起因するＳＲの価格低下圧力があります。そ

のため、主要製品であるＳＲの価格は下落し、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。

 

ｈ　製品需要の変動リスク

　当社グループの主要製品の需要は、電子部品の市場動向に影響を受け、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。

 

ｉ　売掛債権に係る信用リスク

　当社グループは、数多くの顧客が存在し、特定の顧客への極端な債権の集中はありませんが、顧客の財政状態が悪

化し不良債権等が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

ｊ　原材料価格の高騰に係るリスク

　石油等市況の影響などから、一部の原材料価格が上昇し、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。

 

第３【参照書類を縦覧に供している場所】
太陽ホールディングス株式会社

（東京都練馬区羽沢二丁目７番１号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

第四部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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第五部【特別情報】

第１【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】
　該当事項はありません。
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